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平成 28年度第２回 静岡市犯罪等に強いまちづくり推進審議会会議録 

 

１ 日  時   平成 29年１月 23日（月） 10時 00分～12時 00分 

 

２ 場  所   静岡市役所静岡庁舎新館 17階 固定資産評価審査委員会室 

 

３ 出 席 者   （委 員）木宮敬信委員（会長）、串原典委員 
増田育男委員、丸山恵子委員、望月雅彦委員 

（事務局）海野市民局長、伏見市民局次長、久保田生活安心安全課長、 
勝山課長補佐兼防犯・交通安全係長、常盤副主幹、藪崎主査、 
宇佐美主査、藤井主任主事、水野主事  

４ 傍 聴 者   なし  
５ 議  題 
（１）第１回審議会での意見等への対応について 

（２）平成 29年度新規事業 街頭防犯カメラ設置費助成事業（案）について 

 

６ 報告事項 

（１）平成 28年度「通話録音装置普及促進事業」について 

（２）「市内防犯団体研修会（情報交換会）」の開催について 

 

７ 会議内容 
（１）あいさつ（市民局長） 
（２）議事 
事 務 局： これより審議会規則に従い、会長に議事の進行をお願いいたします。 

木宮会長： 議題（１）第１回審議会での意見等への対応について、事務局から説明をお願い
します。 

事 務 局： 議題（１）【資料１～１－２】について説明 

望月委員： 資料１－１について、駐輪場の管理については葵区、駿河区が交通政策課で、 

清水区は都市計画事務所ということで、将来的には一つになるのかもしれない 

が、自転車盗がこれだけ多いと、防犯対策について、所管部署それぞれでノウハウ 

を持っていると思う。行政の組織なので、簡単にはいかない事情があるとは思うが、 

部署を統合することでシナジー効果が期待できると思う。  次に、資料１－１のｐ２、「今後の対策」について、非常に興味深い内容を出して 

いただいたと感じた。防犯対策として自分の自転車に「鍵をしましょう」と小中高 

生に呼びかけをしていく中で、自分の自転車や財産を守るためにはどのようにした 
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らいいかという内容か、その反対側の話をされるのかはわからないが、そもそも自 

転車を盗むこと自体が、“借りる”という感覚になっていることがあると思う。それ 

自体が犯罪で、そういうことをしたらどうなるか、ということを含めて、教育の一 

環として教えていくことも一つの方法ではないかと感じた。 

木宮会長： 駐輪場の管轄の問題については、ここからどのようにあげていくのかは難しいと
ころであると思うが、おそらく旧静岡市と清水市の合併を踏まえて、そのまま取り

残されているという事情もあるのではと思う。検討いただくといいと思う。       また、子ども向けの教育の中で“盗られない”ということも大事だけれども、“盗
らない”ということも併せて教えていくということについても、義務教育を受けた

人の中から必ず犯罪を犯す人が現れていることになるため、そこをある程度しっか

りしていけば中長期的な効果が期待できるのではないかと思う。 

増田委員： 駿河区で自転車盗が多いということだが、26 年、27 年を見てみると、駿河区で

は侵入盗も他の区に比べて倍ぐらい多くなっている。交番別に調べてみると、葵区、

清水区では多い交番が比較的限られているのに対して、駿河区では広範囲の交番で

件数が多くなっている。ということで、南署や市役所でも何か対策ができないかと

思っている。 

木宮会長： 駿河区では自転車盗に限らず、全体的に犯罪の件数が多くなっている。人口は最
も少ないものの、被害は最も多いということなので、駿河区の中で起こっているの

か、駿河区が狙われているのかという分析も含めて、重点的な対策が必要であると

思う。       先ほど追加で配られた資料の、平成 28年の刑法犯認知件数を見ると、駿河区の自

転車盗は大分減っている。去年に関しては全体的に減ってきてはいるが、他の区に

比べるとやはり差があるなというところである。       施錠の話では、無施錠の自転車を盗む場合と、施錠してある自転車を盗む場合と
では、若干目的が違う気がしている。「自転車に鍵をかけましょう」と呼びかける啓

発は、いわゆる“乗り捨て”目的で、借りる感覚で、たくさんある自転車の中から

盗ろうとすると、無施錠の自転車を持っていこうというようになるのはわかるのだ

が、鍵がかかっている自転車を盗るというのは、自転車そのものが目的になってい

ることが推測される。最近だと非常に高価な自転車もある。そのことに関して言え

ば、施錠ありの自転車が盗まれたほうが、窃盗としての本当の問題がある気がする。 

もちろん乗り捨ても悪いことだし、犯罪の入口という意味で言えば、そこを重視し

ていくのも非常によくわかる。だが同じ人が繰り返すという意味で言えば、計画的

に自転車を盗んで転売するようなことを考えると、鍵のかかっている自転車を狙う

可能性は高い。 

施錠を呼びかける啓発で防げる自転車盗もあれば、施錠をしていても狙われる自

転車盗もある。それはおそらく駅とかではなくて、自宅やマンションの駐輪場など

で盗られることが多いと思うので、そういったものにはプラスで違う対策が必要と
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なるのかなと感じた。       体感治安の部分については、平成 28年も刑法犯認知件数は減少し、新聞などで大

きく報道いただいて、件数が減っていることについては、市民の方々にもだいぶ認

知されるのではと思うが、そもそも“刑法犯認知件数”の“刑法犯”の意味を市民

はわからないと思う。また、件数が減ったといっても、4,500 件の犯罪が１年間に

発生しているということを知って、果たして「減ったな」という感覚を持つのか、

１日 10件以上発生しているから「多い」と感じるのかは微妙である。 

ただ、一般の方が持つ印象では、刑法犯認知件数の中に自転車盗や万引きなど、

いわゆる“軽微な犯罪”がどの程度含まれているのかよくわからないと思う。新聞

に載るような犯罪が 4,500 件もあるんじゃないかと考えると、なんとなくやっぱり

まだ怖いな、という気持ちになるのが自然だと思う。 

自分に大きな被害が及ぶような凶悪犯罪＝強盗・殺人や特殊詐欺といったような

犯罪がどの程度あるのか。そのような犯罪と軽微な犯罪については、分けて数字を

出していくほうが、市民にとってより現実感のある“治安”に近づくと思う。 

もちろん自転車盗が良いとかいう話ではないが、「自転車盗だったらまだ許せる」

というのはあると思う。「自転車の盗難が増えたから怖いな」とはあまり感じないの

ではないか。 

ただ、現実はそのような軽微な犯罪の数字がかなりを占めていて、一般の方のイ

メージする“治安”というものと離れている感じはあると思う。 

4,500 件という数字だけ出されると、減ったとはいえ 4,500 件も事件があるとい

う感覚なのではないか。数字の見せ方を工夫する必要はあると思う。たとえ 1,000

件ぐらいまで減っても、1,000 件もあるのか、と思われる方のほうが実際には多い

んじゃないかと率直に感じる。 

木宮会長： 他にご意見がないようなので、次の議題に移る。 

議題（２）平成 29年度新規事業 街頭防犯カメラ設置費助成事業（案）について、
事務局から説明をお願いします。 

事 務 局： 議題（２）【資料２－１、２－２】について説明 

増田委員： 私の自治会だが、１年ほど前に近くの安倍川の河川敷で、草が 100ｍ位の長さで

燃えたというのが４回あって、消防車がその度に７～８台は来るのだが、防犯カメ

ラが欲しいなと言っていた。比較的狭い範囲なので、防犯カメラがついていれば抑

止力になるのかなと思う。 

木宮会長： 自治会や地区安全会議から申請をいただいて、という流れということだが、当然
予算には限りがあることだと思う。申請が予算を上回った場合にはどういう基準で

選定するのか。 

事 務 局： 申請があった場所でどんな犯罪が起こっているのかを警察に問い合わせて、優先
順位をつけていきたいと思っている。 

木宮会長： 犯罪の多い場所というか危険度の高い順に優先順位をつけていきたいということ
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か。 

アンケート調査の結果、街頭防犯カメラの設置を考えている場所がある自治会等

は約半数。考えていないと回答した残りの半数は、「危険がない」と判断したのか、

その逆で防犯意識がすごく高い地域で、日頃から防犯活動をされているので犯罪の

発生は少ないけれども、意識が高いからカメラをつけたいんだ、ということもある

し、逆に犯罪の多い地域だが自治会の活動が十分でないとか、地域の方の防犯意識

が低くて、カメラをつけたいと思わないケースもあると思う。思わない地域だから

犯罪が多くなっているということもあると思う。 

駿河区が犯罪が多いということだが、駿河区の自治会や地区安全会議の方々がど

の程度理解をして回答しているのかはわからない。実際は犯罪が多いのに、いらな

いと答えたところもあると思う。また、ガイドラインに沿って自治会等が管理をし

ていくことは、自治会等にとっては面倒が増えることになるので、それが嫌でつけ

たくないということもあると思う。でも、実際にはそのようなところが危険地域で

あって犯罪が多い可能性もあるので、こちらからここの地域にはつけたほうがいい

のではないか、というような投げかけをする方法も一つではないか。 

初年度はおそらく、地域でこの場所につけたい、というのがあると思うので、そ

のような地域を優先的にということになると思うが、事業を３年間続けていく中で、

２年目、３年目はどういうところが手を挙げてくるのか、どの程度出てくるかも加

味しながら、こちらから投げかけをしてみてもいいのではないか。 

串原委員： 補助率について、10 分の９ということだが、10 分の７くらいがいいのではない

か。大体、補助金というと７割補助くらいのイメージである。また、上限が 30万円

というのも高すぎる気がする。限られた予算の中で、より多くのカメラを設置する

ほうが犯罪の抑止に繋がると思う。[防犯カメラ設置済み]という看板を立てるだけ

でも、犯罪の抑止効果はあると思う。これは経験上感じた。 

事 務 局： 補助率、上限額については、設置後の維持管理は設置した自治会等が負担するこ
ととなるため、自治会等に対して多大な負担がかかることとなる。その一方で、防

犯カメラを普及させていきたいという当方の意向もあるので、補助率、上限額を高

めに設定した。これを低くしてしまうと、設置しようという団体が減ってしまうこ

とが考えられる。 

串原委員： これからは防犯カメラの価格も安くなると思う。テレビで観たが、今の防犯カメ
ラはものすごく性能がいいという。街には、人が通るのを感じて明かりがつく電気

がかなり普及してきていると感じる。相当金額が安くなっているのではないか。 

同様に防犯カメラも手軽に買える金額で手に入るのではという気がしている。 

なんでもかんでも補助が多くあればいいというものでもないのかなと思う。 

海野局長： 補助率については、この制度をスピード感を持ってタイムリーに進めていくため、
設置の初期投資については行政で後押しをさせていただき、申し訳ないがその後の

メンテナンス費用については自治会等のほうでご負担いただくこととなるため、こ
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のような制度とさせていただいた。 

上限額については、串原委員のおっしゃった通りで、防犯カメラの性能は日進月

歩で、経費が 100万円単位でかかるものから、それほどかからないものまであるが、

私達が防犯カメラに期待する範囲の性能を有するカメラの価格を現状見た中で、こ

の価格のものを設置していただければ、目的が達成できるのではというところで上

限額を設定させていただいたが、この分野は非常にスピードが速く技術が進歩して

いるので、今後そういったことを踏まえながら検討が必要と考えている。       冒頭、会長からもお話があった通り、自治会等へアンケート調査を行い、設置を
考えている場所があるのが約半数ほどで、その中でもすぐに対応ができるというと

ころをまずはやっていく。自分たちが安心安全だと思っているような地域や、自分

たちでしっかり見守ってきたという地域でも、犯罪はいつ起こるかわからない。 

そんな中でカメラの設置を検討していただけるところもあるだろうし、当初は設

置を考えていたが、やはりやめましょうというところも出てこようかと思う。 

３年間、まずは予算を確保して、先ほどご意見いただいたように、もう少し深い

調査を行い、地域の方々の意向を踏まえながら、この事業を進めていければという

ところで、ご理解いただけるとありがたい。 

木宮会長： 予算規模としては 300 万円とのことで、単年度 300 万円の３年間で、上限が 30

万円ということは、年間 10台の設置となる。３年で 30台。 

海野局長： 現在、防犯カメラも含め、防犯灯の LED化を進めている。 

10年で４万灯全ての LED化を目指している。自治会の皆様のご協力をいただきな

がら進めている。こちらは３分の２補助で、順調に進んでいる。現在のところ、半

数がまだ残っている。 

そういったことも踏まえて、自治会の方々のご負担をお願いしているところでも

あるし、新規の防犯灯をつけたいというところもある。また、他にも様々な負担を

お願いすることがあることを勘案して、このような制度とさせていただいた。 

木宮会長： 街頭防犯カメラそのものは、地域が設置する以外にはどういった形で存在してい
るのか。 

事 務 局： 街頭に向けたものというよりは施設管理目的の意味合いが強いが、市自体が設置
しているものが 1,500 台強ある。また、一部の商店街組合が商店街の安全のために

設置しているものがあるが台数は把握していない。例えば、静岡駅北口の地下街や

両替町、清水銀座のアーケード街といったところに、市の補助金を交付して設置さ

れている。また、民間の事業所や個人が設置したものもあるが、それについては当

課で把握はしていない。 

木宮会長： 市が設置したカメラや商店街が設置したものについては、市のガイドラインは適
用されるのか。 

事 務 局： 市が設置したものについては、基本的に市の防犯カメラの設置に関する要綱があ
り、市の施設については、個人のプライバシーの問題が以前から言われていたため、
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市の個人情報保護に関する条例を踏まえて、市の独自の要綱の規定を作って対応し

ている。 

それ以外については、設置する団体が独自に対応していたが、静岡県が全国に先

駆けて平成 15年に防犯カメラのガイドラインを作った。そのガイドラインは主に、

施設に設置するものを中心に、カメラをつける場合には、このような点に配慮して

くださいということでここまで動いてきた。 

施設に設置するものについては県のガイドラインで網羅されているが、ここ数年、

市民の方からご意見をいただく中で、内ではなくて外に向けたカメラを設置する場

合について基準が必要なのではないか、ということで、昨年度、静岡市では“公共

空間“と定義をさせていただき、ガイドラインを策定した。 

ただ、市の要綱、県のガイドライン、市のガイドライン、どれも基本的なスタン

スとして、プライバシーへの配慮・整合性をとるということが、最も重要なポイン

トである。あとはカメラの向きが内か外かとの違いがある。 

加えて、一般のご家庭で、ご自宅の玄関先などに設置されているものについては、

あくまで個人の裁量の範囲でやっていただいていると思うので、そこまでの基準は

設けていない。 

ただ、自分の姿が隣の家を通るたびに映るとかで不快な思いをすることがあると思

う。そういったことについては、隣近所の関係になってくる。 

以上のように棲み分けをして、市の方針を決めさせていただいた。ただこれはあ

くまでガイドラインなので、ルールに従いなさい、というものではなく、カメラを

設置する場合にこのようなことに注意してください、というものである。 

木宮会長： とすると、現状このガイドラインにのっとって把握している防犯カメラはまだな
いということか。 

事 務 局： 既に一部の自治会が自分たちの予算で設置したものがある。その際にこのガイド
ラインを提供し、設置の看板をつけることやプライバシーへの配慮についてご案内

を差し上げている。 

木宮会長： 市のガイドラインがあって、守ってください、ということではあるが、実際に守
られているかとか、正しく設置されているかということについては、今のところ自

治会にお任せしていて、市で管理規程を保管するといった管理はしていないという

ことか。 

事 務 局： 警察にも確認したが、防犯カメラの設置に関しては特に警察へ届け出るとか、 

設置の許可をとるというような制度設計は全国的に見ても全くない。 

その中で各自治体が条例を作ったりする中で届出制を新たに設けるなどして対応

しているのが現状である。 

静岡市の補助金については、今後、補助金交付要綱を作って、設置期間中：概ね

５～６年くらいで機械も変わってくるので、設置される自治会等に対して、継続し

て実績報告を求めるような要綱の制度設計を考えている。 
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木宮会長： 自分のお金でつけたものに関してはあまり問われないかもしれないが、今回は 

助成制度ということで、市のお金で設置したということになると、正しく管理が 

されているかとか、個人情報の問題がしっかり守られているか等といったようなこ

とを自治会に全て丸投げしてしまうのはかなり危険だと思う。 

ただ、管理が厳しすぎても、つけるのが大変だという話にもなりかねないので、

どの程度のチェックが適切なのか、検討する必要があるのかなと感じた。       正式には予算が通ってからということであるが、次年度から事業が始まるという
ことで、よろしくお願いしたい。       それでは、今回委員から出た意見を事務局で参考にしていただき、計画に基づい
た施策の推進をお願いしたい。       議題は以上となるので、進行は事務局へお返しする。 

 

事 務 局：事務局から２点報告事項がある。担当より説明させていただく。 

事 務 局：報告事項（１）【資料３】について説明 

望月委員： 資料３の裏面だが、「機器設置後の電話勧誘件数の変化」の欄、「あまり変わらな
い」が 11件となっているが、３つの対象機器のうち、どれで助成を受けたか、とい

うのは反映されていないようだ。業者も結構しつこいと思うので、通話を録音する

装置だけでは効果がどうなのか。今後またアンケートをとるのであれば、どの機器

でどういう効果があったかという観点で統計をとったほうが、それぞれの機器の効

果がわかりやすいと思う。 

事 務 局： 現在は無記名でアンケートをとっているので、何を使ったかたがどういう回答を
しているかというところまでまとめられていないのが現状。ご意見を参考に検討さ

せていただく。 

木宮会長： 消費生活センターに相談に来られる方に直接ご案内するようなことはしているか。 
事 務 局： 相談員がこの制度についてご案内させていただいている。また、私達も相談員か

ら対応を替わるなどしてご案内している。また、一部でお貸しするような機械もあ

り、これは録音の機械になるが、とりあえず借りてみませんか、というようなお話

もさせていただいている。 

木宮会長： 被害に遭いやすい方は、そういった情報を共有していると思うが、そういう方に
積極的にアナウンスしていってほしいと思う。 

事 務 局： 通話録音装置の助成制度については、28 年度のお話をさせていただいたが、29

年度の実施に向けて現在予算要求しているところ。予算がつけば 29年度も実施する

予定なので、またその都度ご報告をさせていただく。       では次に、報告事項（２）「市内防犯団体研修会（情報交換会）」の開催について
担当よりご報告する。 

事 務 局： 報告事項（２）【資料４】及び【参考資料】（平成 28年 静岡市内刑法犯認知件数
の状況（暫定値））について説明 
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事 務 局： 今ご報告した刑法犯認知件数はあくまで暫定値である。確定値については、もう
少し時間が経てば固まるので、ご承知おきいただきたい。       報告事項は以上となる。 

 

（６）閉会 


